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区域調書作成要領 

表紙 概況、位置図 

 

 

①箇所番号 

基礎調査予定箇所番号を記入する。 

②箇所名 

読み合わせ※後において決定した基礎調査予定箇所名を記入する。 

※参考資料 10参照。 

③所在地 

土砂災害警戒区域等の所在地を記入する。（大字まで記入） 

なお、市町をまたぐ場合は、面積の大きい大字から順に記入する。 

④調査期間 

土木事務所名を記入する。 

⑤位置図 

左側 1/200,000、右側 1/25,000の地形図に調査箇所の位置を赤丸で示す。 

（左右の位置図が同一箇所を示しているか確認する。） 

各地形図に、スケールバー・方位を記載する。 

  

① 
② 

③ 
④ 

⑤ ⑤ 
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様式１－１ 告示履歴等 

 

 

①告示履歴 

既に告示されている場合に、その内容（告示年月、告示番号、指定・解除の状況、理由）について記

入する。（見直し調査、繰返し調査のみ該当） 

②基礎調査履歴 

基礎調査の実施履歴について、回数、調査年月、理由を記入する。調査年月については業務完了年月

とする。 

③急傾斜地崩壊危険区域 

急傾斜地崩壊危険区域の指定状況について、指定年月日、告示番号、区域名称を記入する。 

④急傾斜地崩壊危険箇所 

種類（ランクⅠorⅡ）、斜面区分（自然、人工）を記入する。 

⑤砂防基盤図 

基礎調査に使用する砂防基盤図について、空中写真撮影年度、図化年度、種類、縮尺、新規・修正の

区分、準拠しているガイドライン名を記入する。 

⑥土砂災害警戒区域等の重複 

他の土砂災害警戒区域等が重複している場合に、箇所番号、箇所名、自然現象の種類、種類（土砂災

害警戒区域または土砂災害特別警戒区域）、告示年月を記入する。 

⑦調査年度 

 契約した年度を記入する。 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
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様式２－１ 地形・地質状況等 

 

 

①地形状況 

急 傾 斜 地 の 地 形：急傾斜地の状況（勾配、地形等）について記入する。 

危害のおそれのある土地等の地形：急傾斜地の上下方の土地の状況（宅地、道路、盛土等の人工構造

物の有無等）について記入する。 

②地質状況等 

地表の状況：主に地表の植生状況について記入する。 

地盤の状況：表層地質の種類、分布状況について記入する。 

土質定数等：土石等の比重、容積濃度、密度、単位体積重量、移動時の内部摩擦角、堆積時の内部摩

擦角、流体抵抗係数の設定値及び設定根拠を記入する。内部摩擦角の設定根拠として土

質区分を示している場合は、地形状況等に記入した内容と整合がとれているか確認する。 

③対策施設等状況 

施設の有無を記入する。（効果の有無に関わらず、施設がある場合は「有」とする。） 

諸元は様式 2-3、位置は様式 2-4に記入する。 

④過去の災害実績等 

過去の災害発生の有無及び件数を記入する。詳細は様式 2-5に記入する。 

（土砂災害被害状況報告を確認するなど、資料収集に努める。） 

⑤想定される崩壊度量・幅及び深さ 

設定方法及び設定根拠を記入する。 

⑥移動する土石等の高さ 

高さ及び設定根拠を記入する。  

① 

② 

③ 
④ 

⑤ 

⑥ 
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様式２－２ 微地形及び人工構造物等の状況図 

 

 

基盤図で表現されていない微地形及び人工構造物の分布状況等について、概要を記入する。 

 

①危害のおそれのある土地等の区域がわかる地形図（白図）に記入する。 

図面の縮尺は、必要に応じて拡大する。 

②危害のおそれのある土地等周辺の小山、盛土、河川、用水路、堀割構造・盛土構造をなす鉄道・道路

等の人工構造物を記入する。また、人工構造物の高さ（比高）を記入する。微地形等が無い場合はそ

の旨を記入する。 

③急傾斜地内において、地形図と大きく異なる改変があった場合はその状況を記入する。 
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様式２－３ 対策施設等の位置図 

 

 

地形図（縮尺 1/2,500以上）に対策施設の施工範囲を記載する。 

対策施設毎に附番し、様式 2-4と整合を図る。 
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様式２－４ 対策施設等の諸元 

 

 

①施設番号 

様式２－３と整合を図る。 

②区分、工種、工種細分 

マニュアル（表 5.1対策施設等の種類）による区分と整合を図る。 

③施工年月 

民間施設であっても、市の建築確認申請等の資料から施工年月を記入するよう努める。 

④事業区分 

１急傾斜地崩壊対策事業、２治山事業、３その他の事業、４公団・組合等による事業、５個人施設、

６不明から選択する。 

⑤延長・高さ 

延長については平面図上で計測し、述べ延長を記入する。また、一連の施設において高さが異なる場

合は幅をもたせて記入する。なお、設計図等があれば転記する。 

⑥施設効果の有無 

マニュアルに基づき、効果評価を行った結果を記入する。 

⑦備考 

施設効果の有無について、理由を記入する。 

対策施設が１施設も無い場合は、備考欄の最上行に「対策施設無し」と記載する。 

 

  

① ② ③ ④ 
⑤ 

⑥ ⑦ 
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様式２－５ 過去の災害実態 

 

 

過去の災害実績がある場合に作成する。（発生件数に合わせて作成する） 

主に土砂災害被害状況報告を参考に記入する。 

①崩壊の規模 

崩壊発生日時、場所（緯度・経度）、崩壊の規模等を記入する。 

災害発生状況には、空中写真、災害概況図、写真等を掲載する。 

②被害 

死者、行方不明者、負傷者、被災戸数、被災家屋の構造を記入する。被災家屋の構造については、該

当する戸数を記入する。 

③気象 

連続雨量、最大 24時間雨量、最大時間雨量、雨量観測所の名称、異常気象名を記入する。 

  

① 

② 

③ 
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様式３－１ 危害のおそれのある土地、著しい危害のおそれのある土地の設定図 

 

 

縮尺 1/2,500以上の地形図を使用する。 

凡例に沿って、上下端、横断測線及び測線番号、危害のおそれのある土地の区域等、土石等の移動によ

る力が 100kN/m2を超える範囲、土石等の堆積高が 3mを超える範囲について図示する。 

 

主な着眼点は以下のとおり。 

・隣接する横断測線が、上端と下端の間で交差していないか。 

・著しい危害のおそれのある土地の区域が、危害のおそれのある土地の区域の外側に設定されていない

か。 

・危害のおそれのある土地の区域が、河川や対岸斜面等の明らかに土石等の到達しない範囲に設定され

ていないか。 

・横断測線の設定が、土石等の落下をイメージしたものとなっているか。 

  



巻末資料 11-9 

 

様式３－２ 建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項 

 

 

建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項について、下端に隣接する土地及び急傾斜地内におけ

る「土石等の移動の高さと力の大きさ」と「土石等の堆積高さと力の大きさ」を測線番号毎に記入する。 

（様式 4-4と整合を図る。） 

 

①土石等の移動の高さと力の大きさ 

100kN／m2 を越える場合とそれ以外を区分とし、土石等の高さと下端からの距離、力の大きさを記入

する。 

②土砂等の堆積高さと力の大きさ 

3mを超える場合とそれ以外を区分とし、下端からの水平距離と堆積高さ、力の大きさを記入する。 

  

① ① ② ② 
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様式３－３（１） 危害のおそれのある土地等の調査等 

 

 

①土地利用 

土地利用状況について、該当するものに「○」を該当しなければ「－」を記入する。 

様式 3-5との整合を図る。 

②人家戸数 

人家戸数について、全戸数、構造（木造・非木造）を記入する。 

様式 3-4との整合を図る。 

③公共施設等の状況 

道路、鉄道、河川等について、種類別に延長等を記入する。 

④公共的建物、要配慮者利用施設 

種類、構造、施設数を記入する。備考欄に具体的な施設名称、定員等を記入する。 

様式 3-4との整合を図る。 

⑤警戒避難体制 

最新の地域防災計画を確認し、地域防災計画への記載状況や防災訓練等の実施状況等を記入する。 

  

① 
② 

② 

③ 

③ 

④ 

④ 

⑤ 
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様式３－３（２） 危害のおそれのある土地等の調査等 

 

 

当該区域の各種法規制の有無を記入する。 

備考欄に、根拠として、当該法規制を確認した資料等を記入する。 

  



巻末資料 11-12 

 

様式３－４ 人家等の建築物構造状況図 

 

 

凡例に沿って、危害のおそれのある土地の区域等における人家、公共的建物、要配慮者利用施設等の位

置を図示する。様式 3-1と整合を図る。 
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様式３－５ 土地利用状況図 

 

 

方位とスケールを記入する。 

様式 3-1と整合を図る。 
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様式３－６ 宅地開発の状況図及び建築の動向 

 

 

①人口の経年変化、都市計画区域の変遷 

都市計画区域の指定が無い場合は「－」を記入する。 

②農地転用の状況 

農地転用の申請が無い場合は「－」を記入する。 

③出典 

各項目の出典を記載する。 

  

① 

① 

② 

③ 
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様式３－７ 現地写真・スケッチ等の位置図 

 

 

当該区域の遠景及び近景、対策施設の状況、現地確認により上下端を修正した場合の上下端の状況、砂

防基盤図と現地の不整合箇所、排水状況の確認結果（水みち痕など）等について分かりやすく写真及び

スケッチ等で示す。 

様式 3-8と整合を図る。 
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様式３－８ 現地写真・スケッチ等 

 

 

当該区域の急傾斜地や対策施設の状況（管理者やプレートなど）等が分かるよう現地写真を整理し、起

終点の設定根拠や急傾斜地の地形状況（植生など）等についてコメントを記載する。 

左右の端部設定根拠については、様式 4-1、様式 4-2 と整合を図ることとし、特に土地利用境界（立地

条件なし）とする場合には、写真等によりその境界等を明確にすること。 

なお、設定根拠については、読み合わせメモ別紙における「端部設定について」と文言を統一させる   

こと。 

様式 3-7と写真番号の整合を図る。 
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様式４－１ 区域設定根拠平面図 

 

各区域の両端部の設定根拠を記載することとし、様式 3-8、様式 4-2 と整合を図ること。特に端部設定

根拠を土地利用境界とする場合には、上図のとおりその根拠となった土地利用状況を明示することが 

望ましい。 

 

 

また、端部設定根拠として「既指定区域（箇所番号、箇所名）」とする場合には、上図のとおり既指定

区域の範囲を示すことが望ましい。  
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様式４－２ 区域設定根拠断面図 

 

 

区域設定根拠とした横断測線毎の断面図を図示し、説明を加える。 

 

①コメント 

下端の設定根拠に「傾斜変換点、対策工基部、道路縁」など明確に記載する。 

様式 4-4の高さ、傾斜度等と整合を図る。 

また、左右端部となる側線については端部設定根拠を記載することとし、様式 3-8、様式 4-1と整合

を図ること。 

②現地写真 

急傾斜地の地形、地表や上下端の位置が把握できる写真を掲載する。 

下端位置はポール等で明確に示す。 

③スケッチ 

机上設定した断面が現地と異なり、上下端の位置を修正する必要がある場合などは、スケッチにより

現地状況を補足、記録する。 

  

① 

② ③ 
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様式４－３ 危害のおそれのある土地等の区域設定に関する計算結果（計算条件） 

 

 

区域設定根拠とした横断測線毎の断面図を図示し、説明を加える。 

 

①地形条件 

各横断測線の高さが 5m、傾斜度 30度以上となっているか、様式 4-2と整合がとれているか確認する。 

②地質条件 

様式 2-1で設定した土質定数等と一致しているか確認する。 

また、一致していない場合は根拠を備考に記載する。 

③対策施設効果 

施設有無、施設番号等は様式 2-4と整合を図る。 

想定される崩壊の規模が、マニュアルの値と一致しているか確認する。 

また、一致していない場合は根拠を備考に記載する。 

④移動する土石等の高さ 

様式 2-1で設定した移動する土石等の高さと一致しているか確認する。 

  

① ② ③ 
④ 
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様式４－４ 危害のおそれのある土地等の区域設定に関する計算結果 

 

 

①急傾斜地の高さ、急傾斜地の傾斜度、土石等の移動の高さ 

各項目について、様式 4-3と整合を図る。 

②危害のおそれのある土地の区域 

下端からの距離について、様式 3-2と整合を図る。 

③著しい危害のおそれのある土地の区域（下端に隣接する土地） 

移動による力と堆積による力それぞれの下端からの距離について、様式 3-1及び様式 4-2の横断図と

整合を図る。 

下端からの距離は、移動による力と堆積による力の建築物の限界耐力を上回る位置の最大値とする。 

④著しい危害のおそれのある土地の区域（急傾斜地内） 

移動による力と堆積による力それぞれの上端からの比高について、様式 3-1及び様式 4-2の横断図と

整合を図る。 

上端からの比高は、移動による力と堆積による力の建築物の限界耐力を上回る位置の最小値とする。

（ただし、5mを下回らない。） 

⑤土石等の移動の高さ 

様式 2-1と整合を図る。異なる場合は理由を備考に記載する。 

① ① ⑤ 

② 

③ ④ 
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様式５－１ 危害のおそれのある土地等の座標位置図 

 

様式５－２ 危害のおそれのある土地等の座標一覧 

 
座標は、世界測地系（測地成果 2011）で整理する。 
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指定要件が無い場合の区域調書の作成例 

 

 

 

 


